
事 業 概 況 （令和 2年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 2 年度労災保険業務機械処理の令和 2 年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,534 億円で、前年同期に比べ

て 3.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,266億円で 50.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,410億円で 31.1％を占めている。以下、休業補償給付が 12.8％、障害補償一時金が 3.8％、介護補償給付が 1.0％、

遺族補償一時金が 0.9％、葬祭料が 0.2％、二次健康診断等給付が 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 6.7％増、葬祭料が 5.5％増、遺族補償一時

金が 2.6％増、休業補償給付が 2.1％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 16.5％減、年金等給付が 6.1％減、

障害補償一時金が 1.5％減、療養補償給付が 1.1％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,381 億円で 30.5％、「建設事業」が 1,303 億円で

28.7％、「製造業」が 1,079億円で 23.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.4％、「林業」が 1.7％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 2.5％増、「その他の事業」が 0.9％増と

なっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 11.3％減、「鉱業」が 10.8％減、「漁業」が 10.1％減、「製

造業」が 6.3％減、「林業」が 5.7％減、「建設事業」が 4.0％減、「運輸業」が 1.9％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 468,265,018 100.0 1.2 453,364,588 100.0 3.2 △    

療 養 補 償 給 付 142,541,199 30.4 1.8 △    141,040,120 31.1 1.1 △    

休 業 補 償 給 付 56,780,177 12.1 0.3 57,989,970 12.8 2.1

障 害 補 償 一 時 金 17,607,693 3.8 0.8 17,345,349 3.8 1.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,866,404 0.8 15.5 △   3,968,403 0.9 2.6

葬 祭 料 1,057,266 0.2 12.4 △   1,115,915 0.2 5.5

介 護 補 償 給 付 4,421,697 0.9 14.8 4,717,217 1.0 6.7

年 金 等 給 付 241,231,733 51.5 3.5 226,553,855 50.0 6.1 △    

二 次健 康診 断等 給付 758,848 0.2 14.5 633,759 0.1 16.5 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,247億円で 55.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金 862億円で 38.0％、傷病補償年金が 157億円で 6.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 745 億円で 32.9％、「製造業」が 644 億円で 28.4％、

「その他の事業」が 459億円で 20.3％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 4.8％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 468,265,018 100.0 1.2 453,364,588 100.0 3.2 △    

林 業 7,988,801 1.7 1.1 △    7,530,604 1.7 5.7 △    

漁 業 1,465,966 0.3 0.2 △    1,317,504 0.3 10.1 △   

鉱 業 17,054,226 3.6 2.9 △    15,208,586 3.4 10.8 △   

建 設 事 業 135,691,528 29.0 2.9 130,285,067 28.7 4.0 △    

製 造 業 115,192,898 24.6 1.6 107,911,465 23.8 6.3 △    

運 輸 業 51,011,492 10.9 2.0 50,045,066 11.0 1.9 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,126,492 0.2 4.8 △    999,319 0.2 11.3 △   

そ の 他 の 事 業 136,833,497 29.2 0.3 △    138,119,381 30.5 0.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,900,118 0.4 2.3 △    1,947,596 0.4 2.5
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　元年10月末 令和2年度　2年10月末

令和2年度　2年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 86,181,526 124,691,318 15,681,010 226,553,855 100.0

林 業 1,173,314 2,721,772 188,290 4,083,376 1.8

漁 業 219,112 705,605 21,302 946,019 0.4

鉱 業 1,009,619 7,983,799 1,768,049 10,761,467 4.8

建 設 事 業 23,620,743 45,207,980 5,700,792 74,529,515 32.9

製 造 業 31,664,794 29,795,452 2,918,020 64,378,267 28.4

運 輸 業 9,287,527 14,081,536 1,394,863 24,763,926 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
152,688 439,959 41,201 633,849 0.3

そ の 他 の 事 業 18,901,373 23,417,899 3,611,437 45,930,709 20.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 152,356 337,315 37,055 526,727 0.2

構 成 比 38.0% 55.0% 6.9% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和 2 年度労災保険業務機械処理の令和 2 年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 8,595 億円で、前年同期に比

べて 1.0％増となっている。保険料収納済額は 3,962億円で、前年同期に比べて 0.5％増となっている。また、収納率につ

いてみると 46.1％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,252億円で 49.5％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,714 億円で 19.9％、「製造業」が 1,607 億円で 18.7％、を占めている。以下、「運輸業」が 9.0％、「船舶所有

者の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 元年10月末 2年10月末 元年10月末 2年10月末 元年10月末 2年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 851,384,309 859,540,225 100.0 1.0 394,138,138 396,222,909 100.0 0.5 46.3 46.1

林 業 5,339,167 5,424,770 0.6 1.6 2,658,541 2,722,256 0.7 2.4 49.8 50.2

漁 業 1,958,523 1,850,300 0.2 5.5 △   889,428 827,372 0.2 7.0 △   45.4 44.7

鉱 業 2,666,841 2,608,577 0.3 2.2 △   1,061,804 1,064,489 0.3 0.3 39.8 40.8

建 設 事 業 171,130,708 171,379,750 19.9 0.1 84,386,426 87,137,019 22.0 3.3 49.3 50.8

製 造 業 163,759,806 160,716,467 18.7 1.9 △   69,298,790 66,429,381 16.8 4.1 △   42.3 41.3

運 輸 業 76,022,665 77,077,971 9.0 1.4 30,242,679 29,936,146 7.6 1.0 △   39.8 38.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,250,549 2,240,111 0.3 0.5 △   861,267 884,031 0.2 2.6 38.3 39.5

そ の 他 の 事 業 414,859,703 425,154,490 49.5 2.5 198,838,402 201,606,771 50.9 1.4 47.9 47.4

船舶所有者の 事業 13,396,348 13,087,790 1.5 2.3 △   5,900,801 5,615,444 1.4 4.8 △   44.0 42.9

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


